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島田市島田市島田市島田市・・・・川根町川根町川根町川根町まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画計画計画計画    新旧対照表新旧対照表新旧対照表新旧対照表    

頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

 計画全編にわたる文言の

修正 

 

・新東名高速道路島田金谷インターチェンジ 

 

・南海トラフ巨大地震 

・東海道新幹線富士山静岡空港新駅 

・新東名高速道路金谷インターチェンジ（仮称） 

・新東名金谷Ｉ.Ｃ（仮称） 

・東海地震 

・新幹線新駅 

10 ３．主要指標の見通し 

(1) 人口の推移 

 

(1) 人口の推移 

新市の総人口は、平成22年の国勢調査結果から推計すると、このままこれまでと同様に推移したと

すれば、合併10年度の2018年（平成30年）には、約９万５千～９万６千人になると予測され、2005年

（平成17年）に比べて約７％減になると思われます。 

このように人口減少傾向ではありますが、新市においては、新東名高速道路島田金谷インターチェ

ンジや富士山静岡空港の開設が予定されており、新市の魅力や潜在力が高まることから、転入人口の

増加や定住人口の確保を図った施策を展開し、10年後においても10万人を維持した賑わいあるまちづ

くりに取り組みます。 

 

 

(1) 人口の推移 

新市の総人口は、平成12年と17年の国勢調査結果から推計すると、このままこれまでと同様に推移

したとすれば、合併10年度の2018年（平成30年）には、約９万４千～９万５千人になると予測され、

2005年（平成17年）に比べて約７％減になると思われます。 

 このように人口減少傾向ではありますが、新市においては、新東名高速道路金谷インターチェンジ

（仮称）や富士山静岡空港の開設が予定されており、新市の魅力や潜在力が高まることから、転入人

口の増加や定住人口の確保を図った施策を展開し、10年後においても10万人を維持した賑わいあるま

ちづくりに取り組みます。 

10 ３．主要指標の見通し 

(1) 人口の推移 

「将来人口の予測」グラ

フ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

98,642 
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

11 ３．主要指標の見通し 

(1) 人口の推移 

 ｢年齢３区分別人口割合｣

のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 ３．主要指標の見通し 

(1) 人口の推移 

 ｢年齢３区分人口割合｣の

グラフの脚注 予測の考

え方 

 

総人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表しているコーホート要因法による推計値を

採用している。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮

定値を当てはめて将来人口を計算する方法である。  

年齢３区分別人口については、2010年までは国勢調査実績値とし、2015年、2020年は国立社会保障・

人口問題研究所が平成24年１月に公表した推計値を採用している。なお、2008年、2018年について 

は、国勢調査実績値及び推計値間の構成割合の増減と同様の変化が各年に発生するものとして構成割

合を算定し、この割合に応じて各年代の人口を算出している。また、2015年については島田市総合計

画後期基本計画の推計値と整合を図った。 

 

総人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表しているコーホート要因法による推計値を

採用している。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮

定値を当てはめて将来人口を計算する方法である。  

年齢３区分別人口については、2015年の値は、人口問題研究所が公表している推計値の値を採用して

いる。2005年、2010年、2020年については、2000年実績値及び2015年推計値間の構成割合の増減と同

様の変化が各年に発生するものとして、各年の構成割合を算出するとともに、この割合に応じて各年

代の人口を算出している。 

年齢３区分別人口割合 
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

25 ５．新市の主要施策 

(2) 基本方針と主要施策 

１ 都市・生活基盤が充

実したまち 

●施策の柱と主要事業

の表 

 

施策の柱 主要事業 

いのちを守る防災・

安全体制の充実 

災害に強い防災体制構築事業 

（削除） 

消防、水防、防犯、交通安全推進による安全・安心のまちづくり事業 

 

 

施策の柱 主要事業 

いのちを守る防災・

安全体制の充実 

災害に強い防災体制構築事業 

・金谷支所庁舎耐震補強事業 

消防、水防、防犯、交通安全推進による安全・安心のまちづくり事業 

27 ５．新市の主要施策 

(2) 基本方針と主要施策 

２ 広域交通基盤を活か

し、ヒトやモノ、情報

などが活発に連携・交

流するまち 

●施策の柱と主要事業

の表 

 

施策の柱 主要事業 

全国・世界へ広がる物

流・交流拠点の形成 

交通拠点化を活かす周辺基盤整備事業 

・空港隣接地域振興事業 

・新東名島田金谷インターチェンジ周辺地域基盤整備事業 

企業・専門教育機関・研究機関誘致や魅力発信による新市発展拠点形成事

業 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

・お茶の都づくり関連事業 

 

 

施策の柱 主要事業 

全国・世界へ広がる物

流・交流拠点の形成 

交通拠点化を活かす周辺基盤整備事業 

・空港隣接地域振興事業 

・新東名金谷インターチェンジ周辺地域基盤整備事業 

企業・専門教育機関・研究機関誘致による新市発展拠点形成事業 

 

・航空関連専門学校誘致事業 

・国際救急支援機能誘致事業 

・広域多目的ドーム誘致事業 

 

29 ５．新市の主要施策 

(2) 基本方針と主要施策 

３ 産業がいきいきと活

発なまち 

●施策の柱と主要事業

の表 

 

施策の柱 主要事業 

観光の振興 

新市の誇り観光名所形成事業 

・フィルムコミッション支援事業 

お茶文化交流観光拠点整備事業 

・お茶の都づくり関連事業 

“まつり”観光振興事業 

地場産業活用観光振興事業 

（削除） 

観光資源ネットワーク化事業 

・川根温泉を活かした観光振興事業 

 

 

施策の柱 主要事業 

観光の振興 

新市の誇り観光名所形成事業 

・フィルムコミッション支援事業 

お茶文化交流観光拠点整備事業 

 

“まつり”観光振興事業 

地場産業活用観光振興事業 

・志戸呂焼の里づくり事業 

観光資源ネットワーク化事業 

・川根温泉を活かした観光振興事業 
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

33 ５．新市の主要施策 

(2) 基本方針と主要施策 

５ 自然と共生し、歴史

を大切にするまち 

●施策の柱と主要事業の

表 

 

施策の柱 主要事業 

環境への負荷を低減さ

せるまちづくりの推進 

環境先進都市をめざす資源循環型社会形成事業 

・最終処分場整備事業 

環境保全活動促進事業 

 

 

施策の柱 主要事業 

環境への負荷を低減さ

せるまちづくりの推進 

環境先進都市をめざす資源循環型社会形成事業 

 

環境保全活動促進事業 

35 ５．新市の主要施策 

(2) 基本方針と主要施策 

６ 人を育て、文化を創

造するまち 

●施策の柱と主要事業

の表 

 

施策の柱 主要事業 

芸術・文化活動の振興 

お茶文化研究発信事業 

・お茶の都づくり関連事業 

陶芸等伝統的文化の継承支援事業 

質の高い芸術・文化活動支援事業 

文化的イベント開催支援事業 

 

 

施策の柱 主要事業 

文化・芸術活動の振興 

お茶文化研究発信事業 

 

陶芸等伝統的文化の継承支援事業 

質の高い芸術・文化活動支援事業 

文化的イベント開催支援事業 

40 ７．公共的施設の適正配

置と整備 

 

公共的施設の適正配置と整備は、利便性、安全性などに十分配慮し、地域の特性や地域バランス、

さらには財政事情を考慮しながら検討します。 

特に、庁舎を含めた公共施設の更新等に当たっては、公共施設マネジメントの取り組みの中で、既

存施設の有効活用や広域的な相互利用を検討するほか、事業効果、管理方法などを踏まえ、住民から

の意見を得るなど総合的な判断のもとで、均衡ある発展と住民福祉に最大限配慮した整備に努めま

す。 

 

公共的施設の適正配置と整備は、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう利便性などにも十分配慮

し、地域の特性や地域バランス、さらには財政事情を考慮しながら検討します。合併に伴い支所とな

る役場庁舎等については、住民サービスの低下を招かないように十分配慮し、必要な機能の整備を図

ります。 

41 ８．財政計画 

(1) 前提条件 

 

(1) 前提条件 

財政計画は、合併後の10年間（平成20年度から平成29年度）におけるまちづくりを進めるために、

普通会計の歳入及び歳出の項目ごとに推計し、その財政計画を示すものです。 

この財政計画は、平成20年度から平成25年度までは実績値（決算額）とし、平成26年度以降につい

ては、島田市総合計画後期基本計画に掲載した財政計画との整合を図り、平成24年度の決算数値等を

基礎としてこれまでの実績や中長期的な財政見通しを踏まえて策定しました。 

歳入においては、現行の地方財政制度の改革や税制改革に留意し、また、歳出においては、高齢化

の進展に伴う経費の増加等への対応を図るため、職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効率化

による物件費の削減など、合併による歳出の一層の削減効果を見込んで推計しています。 

 

(1) 前提条件 

財政計画は、合併後の10年間（平成20年度から平成29年度）におけるまちづくりを進めるために、

普通会計の歳入及び歳出の項目ごとに推計し、その財政計画を示すものです。 

この財政計画の推計は、平成17年度の決算数値等を基礎として、両市町のこれまでの実績や今後の

人口推計等を踏まえ、歳入においては、現行の地方財政制度の改革（三位一体の改革：税源移譲、国

庫補助負担金改革、地方交付税改革）及び税制改革に留意し、また、歳出においては、高齢化の進展

に伴う経費の増加等への対応を図るため、職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効率化による

物件費の削減など、合併による歳出の一層の削減効果を見込んで推計しています。 

41 ８．財政計画 

(2) 財政計画 

歳入 ⑥地方債 

 

地方債については、新市基本計画等における主要事業の実施のため、普通建設事業に充てる通常債

などを見込んでいます。 

 

地方債については、新市基本計画等における主要事業の実施のため、普通建設事業に充てる通常債

などを見込んでいます。また、合併特例債については、伊太田代地区土地利用事業に限定した活用で

見込んでいます。 
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

43 ８．財政計画 

歳入・歳出 表 

  

 

①歳入 （単位：百万円）

区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 計

地方税 14,959 14,910 14,861 14,812 14,763 14,714 14,655 14,596 14,537 14,478 147,285

地方譲与税 465 465 465 465 465 465 465 465 465 465 4,650

利子割交付金等交付金 1,595 1,595 1,595 1,595 1,595 1,595 1,595 1,595 1,595 1,595 15,950

地方交付税 5,065 4,984 4,899 4,705 4,634 4,435 4,360 4,285 4,159 3,935 45,461

分担金及び負担金 462 462 462 462 462 462 462 462 462 462 4,620

使用料及び手数料 533 533 533 533 533 533 533 533 533 533 5,330

国庫支出金 3,272 3,272 3,272 3,272 3,272 3,272 3,272 3,272 3,272 3,272 32,720

県支出金 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 1,857 18,570

繰入金 853 730 858 658 458 458 458 458 458 458 5,847

地方債 3,822 2,826 2,922 2,862 2,629 2,715 2,551 2,537 2,523 2,509 27,896

諸収入・その他 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026 10,260

歳入合計 33,909 32,660 32,750 32,247 31,694 31,532 31,234 31,086 30,887 30,590 318,589

②歳出 （単位：百万円）

区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 計

人件費 6,074 5,847 5,754 5,537 5,251 5,151 5,251 5,351 5,301 5,276 54,793

扶助費 3,251 3,374 3,498 3,621 3,744 3,867 3,991 4,114 4,237 4,360 38,057

公債費 4,131 4,101 3,938 4,016 3,983 3,954 3,907 3,763 3,858 3,863 39,514

物件費 4,286 4,154 4,022 3,889 3,756 3,749 3,741 3,733 3,725 3,717 38,772

維持補修費 248 248 277 309 338 368 396 421 447 470 3,522

補助費等 5,572 5,713 5,658 5,747 5,604 5,683 5,663 5,686 5,638 5,651 56,615

繰出金 2,590 2,556 2,522 2,488 2,454 2,419 2,385 2,351 2,317 2,283 24,365

投資・出資・貸付金 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 150

積立金 377 375 373 371 370 368 366 364 362 360 3,686

普通建設事業費 7,365 6,277 6,693 6,254 6,179 5,958 5,519 5,288 4,987 4,595 59,115

歳出合計 33,909 32,660 32,750 32,247 31,694 31,532 31,234 31,086 30,887 30,590 318,589


